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◇

医療法人の社会保険診療報酬の必要経費の特例

Q:個人の医者の場合は、社会保険診療報

酬に一定の経費率を乗じて求めた金額を必要

経費とする特例が認められていますが、医療

法人の場合もこの特例は認められているので

しようか。

A:社会保険診療報酬が5,000万円以下で

あるときは、医療法人であっても特例が認め

られます。

【解説】

社会保険診療報酬の必要経費の特例とは、

実際に要した経費のいかんにかかわらず、収

入金額の一定率に相当する金額を必要経費と

して認めるものです。

医療法人の場合にも、社会保険診療報酬が

5,000万円以下であるときは、①健康保険法、

国民健康保険法等に基づく療養の給付、助産

の給付及び更生医療の給付等、②生活保護法

の規定に基づく医療扶助のための医療又は出

産扶助のための助産、③精神保険法、結核予

防法等に基づく医療、④老人保険法の規定に

基づく医療につき支払いを受けるべき金額が

ある場合には、その事業年度の所得の金額の

計算上、これらの療養の給付、医療、助産等

に係る経費については、個人と同様、特例が

認められています。

ただし、医療法人が仮決算に基づく中間申

告書を提出する場合には、社会保険診療収入

の階層をそれぞれ2分の1の金額に読み替え

て適用することになります。
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